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参考資料２ 公務における共済職域 ・退職手当制度の実態（共済年金の職域部分）

対象：行政職俸給表（一）適用職員で平成17年度中に勤続20年以上で退職した者

共済職域及び退職手当の支給状況１

退職事由別退職者数及び平均退職給付額

退職者数 年金現価額 退職手当 退職給付総額
退職事由

（人） （千円） （千円） （千円）

１，５０６ ２，３９３ ２６，０３０ ２８，４２２定 年

２，０６７ ２，０８５ ２８，３７３ ３０，４５８勧 奨

３，５７３ ２，２１４ ２７，３８６ ２９，６００合 計

(割合(%)) － (7.5) (92.5) (100.0)

（注）１ 共済職域の年金現価額は官拠出分の額である。

(注) ２ 退職給付額には、民間企業に対応する退職者のいない勤続50年のもの1名を含んで

いるため、別表第７の公務員退職給付（29,601千円）とは異なった額となっている。

(注) ３ 退職給付総額は、端数処理の結果、年金現価額と退職手当の合計額と一致しない場

合がある。

（注）４ 勤続20年以上の退職者は、この他に「自己都合」等で454人いる。

※ 集計結果は国家公務員共済組合及び総務省人事・恩給局からデータの提供を受け、人事院

職員福祉局で集計したものである。

＜参 考＞ 退職事由別退職者数及び平均退職手当

退職者数 平均退職手当
退職事由

(人） （千円）

定 年 １，７０８ ２５，７１６

勧 奨 ２，２９８ ２８，２５６

自己都合 １，３２１ ５，６９４

そ の 他 ９２９ ３，３７０

合 計 ６，２５６ １９，１０３

（注）１ 勤続年数に関わらず平成17年度に退職した行政職

（一）適用職員全員を対象にしたものである。

（注）２ 退職事由の「その他」は死亡、任期終了等である。
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２ 国家公務員の共済職域 の概要（共済年金の職域部分）

(1) 共済職域創設の経緯

昭和60年の公的年金制度改正の際、全国民共通の基礎年金制度が導入され、共済年

金はその上乗せとして厚生年金と同様の算定方式による報酬比例年金とされ、同時に

職域部分が加算されることになったもの（昭和61年4月1日施行 。職域部分の水準は）

厚生年金相当部分の20％、基礎年金も含めた全体の８％強とされている。

(2) 共済職域の受給資格・算定方式

、 （ ）職域部分は ①年齢が60歳以上 昭和28年4月2日以降生まれの者から段階的に65歳

で、②組合員期間等（他の公的年金制度の加入期間含む ）が25年以上、③組合員期。

間が１年以上の者に次のⅰ）ⅱ）の合計額が支給される。

ⅰ）平成15年３月以前の組合員期間に係る額

平均標準報酬月額×給付乗率1.5/1000×組合員期間の月数×物価スライド

ⅱ）平成15年４月以後の組合員期間に係る額

平均標準報酬額×給付乗率1.154/1000×組合員期間の月数×物価スライド
※ 給付乗率は、昭和21年４月２日以後生まれの者の平成18年度の年金額の算定に用いられて

いる率であり、組合員期間20年未満の場合は２分の１となる。

参 考＞ 厚生年金と共済年金の給付額の試算［40年加入の場合］＜

［厚生年金］ ［共済年金］

20％ 8.7％（企業年金） 職域部分 20,115円
(330,120円×1.5/1000×40年×1.031×0.985）

夫

夫 老齢厚生年金 退職共済年金

(報酬比例年金) (報酬比例年金)

100,575円 100,575円

分(330,120円×7.5/1000×40年×1.031×0.985） （老齢厚生年金と同じ）

老齢基礎年金 老齢基礎年金
分

66,008円 66,008円

妻 妻老齢基礎年金 老齢基礎年金
分 分66,008円 66,008円

（注）１ 年金額は、平成12年改正前の算定方式による従前額。平成６年時点における男子の推計

平均標準報酬330，120円（360，000円×0.917）を年金算定上の報酬額として機械的に計算

したもの。

（注）２ 年金の額は、平成18年度価格。
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３ 国家公務員の退職手当制度の概要

(1) 退職手当の算定方法

退職手当は職員が退職した場合に国家公務員退職手当法に基づいて次の算定方式に

より支給される。

（平成18年３月31日まで）

退職手当 ＝ 退職日現在の俸給月額×退職理由別・勤続期間別支給率

（平成18年４月１日から）

退職手当 ＝ 基本額（退職日現在の俸給月額×退職理由別・勤続期間別支給率）

＋ 調整額

＜参 考＞ 定年・勧奨、自己都合の勤続期間別支給率

５年 10年 15年 20年 25年 30年 35年 40年 42年
勤続年数

退職事由

5.0 10.0 19.375 30.55 41.34 50.7 59.28 59.28 59.28
定年・勧奨

(5.0) (10.0) (15.5) (27.3) (42.12) (51.48) (59.28) (59.28) (59.28)

3.0 6.0 12.4 23.5 33.5 41.5 47.5 53.5 55.9
自 己 都 合

(3.0) (7.5) (12.4) (21.0) (33.75) (41.25) (47.5) (53.75) (56.25)

（注） （ ）内の数字は平成18年３月31日までの支給率

(2) 調整額

職員が退職前に属していた指定職の号俸、俸給表の職務の級ごとに定める調整月額

（指定職６号俸以上79,200円～行政職（一）３級16,700円）のうち、その額の多いも

のから60月分の調整月額を合計した額となる。

(3) 定年前早期退職者の特例

定年前10年以内に勤続25年以上の職員が勧奨等により退職した場合、定年前の残年

数１年につき退職日の俸給月額に２％割増して基本額を算定する。ただし、事務次官

・外局長官クラスの者については割増非適用、本省局長クラス等以上は２％が１％に

なる。

（官民比較の結果によるもの）(4) 退職手当の改正経緯

見直し年 昭和48年 昭和56年 昭和60年 平成15年

調 査 昭和46年 昭和53年 昭和58年 平成13年

官が民を約２ 官が民を約１ 官と民はほぼ均 官が民を5.6％
比較結果

割下回る 割上回る 衡 上回る

・勤続20年以上 48年改正によ ・勤続31年以上の ・56年改正によ・

の退職者（自 る20％増を10 退職者の１年当 る10％増を４

内 容 己都合を除 ％増に改正 たり支給率を10 ％増に引き下

く）の１年当 ％引き下げ等 げ

たり支給率 ・定年前早期退職 ・定年前早期退

を、当分の間 特例措置の新設 職特例措置の

20％増 見直し等
（注）平成13年の調査は、総務省人事・恩給局が実施


